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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　円借款連携D/Dは、有償資金協力と技術協力との連携強化の一環として、ODAの一層の質の向

上を図ることを目的として、円借款要請案件の実施設計部分（施工監理等他のコンサルタント請

負部分を除く）を円借款供与を前提として、開発調査事業として実施するものであり、従来の実

施設計調査に加え、今年度に認可されたものであります。

　今年度は、５案件について「連携実施設計調査（連携D/D）」を開始することが決定され、当事

業団は、連携事業を円滑かつ効果的に進めるため、同案件に係る本格調査に先立ち、各案件に係

る予備調査団を現地に派遣しました。

　調査団は、各国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施し、帰

国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。

　この報告書は、５案件に係る予備調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している

本格調査の推進及びこれからの連携実施設計調査事業に寄与し、かつ関係各国との友好・親善の

一層の発展に役立つことを願うものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成11年１月
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１－１　連携実施設計調査の内容

１－１－１　連携実施設計調査実施の背景

　近年、ODAに係る予算も縮減となる傾向の下で、これまで以上の「援助の質の改善」が求め

られている。その具体的な方策として、「円借款、無償援助、技術協力の相互間の連携」が、通

産省の産業構造審議会経済協力部会、外務省のODA改革懇談会等の答申においても、今後の

ODA改革の目玉と位置づけられている。上記連携を強化する具体的な事業として、今年度より、

「連携実施設計調査（連携D/D）」の実施が決定された。

　10年度は、次の５案件について外務省、OECF及び JICAからなる予備調査団を派遣し、今

年度末から本格調査を開始する予定であり、更に１件について１月下旬からプロジェクト形成調

査を実施する予定である。

フィリピン国　　　幹線空港施設建設計画実施設計調査予備調査

タイ・ラオス国　　第２メコン国際架橋計画実施設計調査予備調査

ジョルダン国　　　観光施設建設事業実施設計調査予備調査

ヴィエトナム国　　紅河橋（タインチ橋）建設計画実施設計調査予備調査

ヴィエトナム国　　カントー橋建設計画実施設計調査予備調査

スリ・ランカ国　　大コロンボ圏上水道改修事業実施設計調査（１月下旬の予定）

１－１－２　実施設計調査

　実施設計（D/D）調査とは、開発プロジェクトの実施にあたり必要な詳細設計積算書、仕様書、

工事工程書等の入札関係図書を作成するための調査を言う。OECFが実施する有償資金協力に

おいては、通常、D/Dを含んだプロジェクト全体に対して借款が供与される。借款の供与を受け

た国は独自にコンサルタントを調達し、D/D開始の時点から自ら監理しつつ実施している。

　他方、JICAが実施する技術協力の一環である開発調査事業においても、これまで累計で27件

のD/Dを行っている。選定の基準としては、①フィージビリティスタディ（F/S）から引き続き

実施かつ本体工事部分についての資金目途が明確であるもの、②予算規模が適当であるもの及び

③緊急性があり、JICAの瑕疵担保責任の免責等、JICAベースの技術協力になじむものとして

いる。JICAは、本邦から分野別専門家により構成されるコンサルタントチームを派遣し、相手

国実施機関カウンターパート（C/P）への技術移転を行いつつ、調査を実施している。

　連携D/Dとは、円借款要請案件の実施設計部分（施工監理等他のコンサルタント請負部分を

除く）を円借款供与を前提として、開発調査事業として実施するものである。なお、この場合、

技術協力事業としてD/Dを行うので、成果品たる入札関係図書の瑕疵担保責任についてJICAは
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責任を負えない旨を口上書の交換により確認し、その上でD/D実施に係る実施細則（S/W）に

署名交換を行うことになる。

１－２　連携D/Dの意義

１－２－１　援助の「質」の向上

　開発調査事業においては、開発プロジェクトについての調査報告書を作成し、相手国に提出す

ることにより開発途上国の社会経済発展の基礎づくり（国づくり）に資すると同時に、調査過程

において、現地での技術指導、研修員の受入れ及びセミナーなどを通じて技術移転を行い、開発

途上国の技術者（カウンターパート）の育成（人づくり）に貢献することがねらいとなっている。

　円借款案件のD/D部分を開発調査事業として実施することにより、上述した技術移転を通じ、

カウンターパートの育成に寄与することが見込まれる。これにより、当該プロジェクトが、実施

段階においても同カウンターパートにより安定して運営されることが期待できるので、プロジェ

クトのサステナビリティの観点からも「質」の向上が期待できる。さらに、開発途上国の人材育

成の観点からもその意義は大きい。

１－２－２　「顔」の見える援助

　円借款案件においては、借款を供与された国が独自にコンサルタントを調達することもあり、

我が国の資金協力でありながら我が国の「顔」が見えにくい状況になっている。

　我が国の援助が開発途上国の経済社会発展に資すると同時に、援助を通じた我が国の国際社会

への貢献が、国際社会とりわけ被援助国から適切に理解されることは極めて重要である。かかる

意味で、円借款プロジェクトの現場において技術協力を通じ、我が国技術者の「顔」が見えるこ

とが、我が国プレゼンスの一層の拡大につながり、その意義は大きい。

１－２－３　効率的な援助

　援助実施上も次のとおり効率化が期待できる。始めに、F/SとD/Dの時期が乖離したことなど

により、D/Dにおいて改めてF/Sのやり直し（データの更新等）及びやり直しによる補足調査を

実施せざるを得ないとした案件の発生を回避できる。また、円借款審査において、JICAのD/D

を根拠とした（従来はF/Sのみ）、より精度の高い見積を踏まえることが可能になるので、供与

額の妥当性が高まる。さらに、コンサルタントの選定がJICAにより行われることから、従来の

円借款事業のように被援助国側で行う場合と比べて一層の手続の円滑化、延いてはプロジェクト

実施までの期間の短縮化が期待できる。



－3－

１－３　案件の選定と今年度実施案件の進捗

　連携D/Dの案件選定にあたっては、数多くの円借款候補案件の中から、技術協力ベースでD/D

を実施するに相応しい案件を選定することが必要である。したがって、１－１－２で述べた、JICA

が実施しているD/Dの選定基準に加え、①技術協力ベースでD/Dを実施することにより技術移転

効果が発現すること、②事業実施の緊急性が極めて高いもの及び③再調査を必要としない内容的

に十分な F/S報告書が利用できる案件を選定する必要があり、11年度以降の案件選定はこれらを

基に検討することになると思われる。

　10年度は本件事業を初めて行うこともあり、前述してきた円借款による実施設計調査と開発調

査D/Dとの差異や効果を先方関係者へ十分説明する必要があったので、上記選定基準に加え、①

OECFの審査が終了かつLoan Agreementが未締結、②現地でOECF支援を最大限得られる国を

対象かつ③ JICAがF/Sを実施した案件を中心に検討し、前述した６案件が採決された。

　いずれの案件も瑕疵担保責任の免除に係る口上書交換を了していなかったことなどから、事前

調査団に先立ち、予備調査団を派遣することとした。これまで予備調査団を派遣した５案件のい

ずれにおいても、同調査団は上記差異及び効果を説明するとともに、協議議事録（M/M）に取り

まとめて署名交換を行った。

　なお、ジョルダン国観光施設建設事業並びにヴィエトナム国紅河橋（タインチ橋）及びカントー

橋建設事業に関しては、予備調査団現地滞在中に瑕疵担保責任を負わないことの口上書交換等が

なされたことから、実施細則（S/W）を詰め、署名交換を行った。また、フィリピン国幹線空港施

設建設事業及びタイ・ラオス国第２メコン国際橋架橋事業については予備調査団滞在中に S/W

（案）をおおむね合意し、同（案）を添付したM/Mに署名交換を行い、瑕疵担保責任を負わない

ことの口上書交換を了した後、それぞれ JICA在外事務所長による S/Wの署名交換を行った。

　今後は、本格調査の業務指示書作成に必要な補完調査のために、役務提供コンサルタントを派

遣し、同コンサルタントが収集・分析した情報を別途取りまとめることを予定している。
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第２章　フィリピン国幹線空港施設建設計画実施設計調査予備調査第２章　フィリピン国幹線空港施設建設計画実施設計調査予備調査第２章　フィリピン国幹線空港施設建設計画実施設計調査予備調査第２章　フィリピン国幹線空港施設建設計画実施設計調査予備調査第２章　フィリピン国幹線空港施設建設計画実施設計調査予備調査

２－１　調査の背景

　フィリピン国は7,000の島々から成る島嶼国のため、航空は極めて重要な交通手段としての役割

を担っている。

　同国には国際空港７、幹線空港12、地方空港37及び支線空港34の合計90の空港が政府の管理

下のもと運用に供されている。

　この中でマニラ、セブなどの国際空港については国が中心となって運営・管理しているが、こ

れに次ぐ幹線空港の運営・管理は等閑にされてきたため施設の老朽化が進み、増え続ける旅客、貨

物に対処し安全な航空輸送を確保するためには、その再整備が必用となっている。

　このため、同国政府は我が国にバコロド、イロイロ、タクロバン及びレガスピの４空港の短・中

期的な開発計画を策定するためのマスタープラン（M/P）及びフィージビリティスタディ（F/S）

調査の実施を我が国に要請した。

　これを受け JICAが同調査を実施し1997年３月に報告書を提出した。

　この後、海外経済協力基金がバコロド及びタクロバンの両空港の緊急整備及び中期整備計画に

円借款を付けることになりL/Aを締結しているが、JICAが本件D/Dを実施することになり、予備

調査団を派遣することになったものである。

２－２　団員構成

２－３　調査日程

氏　　名 担当業務 所　　　属
福田　義夫
早川　友歩
柴山　一行

総　　括
協力政策
開発調査

国際協力事業団社会開発調査部計画課兼社会開発調査第二課
外務省経済協力局開発協力課調査員
国際協力事業団社会開発調査部社会開発調査第一課

月　　日 日　　　程
11 月９日(月)

10 日(火)
11 日(水)

12 日(木)
13 日(金)

東京発　マニラ着
大使館表敬、JICA事務所・OECF事務所訪問
NEDA訪問、実施機関（DOTC/ATO）訪問及び協議
現地調査（バコロド空港、新バコロド空港予定地、タクロバン空港）、
西ネグロス州副知事・サライ市長・地元下院議員との面談
協議、M/M署名
大使館報告、JICA、OECF報告
マニラ発　東京着
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２－４　主要面談者

（フィリピン側）

(1) NEDA (National Economic and Development Authority)

　Alely Bernarrdo Division Chief, Asia-Pacific Region

　Rodolfo T. Aganza, Jr. Transport Economist/Urban & regional Planner,

Infrastracture Staff

　Vanessa Agnes F. Dimaano Economic Development Specialist,

Public Investment Staff

　Nelson Guevara Public Investment Staff

(2) Department of Transportation and Communications

　Department of Transpotation and Communications (DOTC).

　Air Transportaatior Office (ATO)

　Willie EVANCELISTA DOTC, Underesecretary for Transportation

　Wilfredo M. TEINIDAD. DOTC, Assistant Secretary for Legal Service

　EStelita G. ADRIANO DOTC, Assistant Secretary for Finance

　George D. ESCUERRA DOTC, Officer Ia Charge,

Office of Assistant Secretqary for Planning.

　Rolando G. LUNA. DOTC/A TO. Executive Director

　Wilaster S. GAWECO DOTC, Director, Project Management Service

　Samuel C. CUSTODIC DOTC Officer In Charge, Transport Planning Sevice

　Raphasel S. LAVIDES DOTC, Chief Air Transport Planning Division

　Ma Filirines Z. CABANA DOTC Air Transport Planning Division

　Arnel F. BORLASO. DOTC/ATO, Project Manager, PMO

　Felicisino C. PANGILINAN Jr. DOTC, Asst. Project Manager, PMO

　Edgardo d. MANGALILI DOTC/ATO, Technical Assistant

　Ricardito M. Eguna DOTC/ATO, Airport Manager (Bacolod Airport)

　Dalisay S. Muertegui DOTC/ATO, Airport Area No.6, Acting Area Manager

　Pepito M. Donaire DOTC/ATO, Airport Area No.6 Acting Airport

Manager, DZR (Tacloban) Airport

(3) House of Representatives

　Hon. Eduth Yotoko-Villanueva Representative, 3rd District, Province of Negros

Occidental
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(4) Province of Negros Occidental

　Romeo “Roy” J. Gamboa, Jr. Acting-Governor

(5) Silay City

　Edwin D. Velez City Mayor

（日本側）

(1) 日本国大使館

　小谷野喜二 一等書記官

(2) 海外経済協力基金　マニラ駐在員事務所

　大金　正知 次席駐在員

　鴫谷　哲 駐在員

(3) 国際協力事業団　派遣専門家

　長谷部行生 Adviser, Air Transportation Office

(4) 国際協力事業団　フィリピン事務所

　後藤　洋 所長

　黒柳　俊之 次長

　中村　明 所員

　奥田　久勝 所員
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２－５　協議概要

(1) 瑕疵担保責任の問題を除きおおむね対処方針のとおり協議を了したところ、協議の概要及

び討議議事録（M/M）は別紙のとおり。

(2) 瑕疵担保責任について今回の協議で先方の了解を取り付けることができなかった。

　先方は11月 20日までにDOTC内の司法担当部局と検討し、その結果を出す予定。

(3) 今回調査の目的

　今回調査の主な目的は、当初、円借款事業である幹線空港開発計画（Ⅰ）の一部として円借

款スキームでフィリピン政府が実施する予定であった詳細設計（実施設計）部分を、今般、

JICA開発調査スキームで実施することになった旨をフィリピン側に説明・事前調整するとと

もに、Implementing Arrangement（実施細則）の内容についてフィリピン側と協議するこ

と、及び事業サイトにて現地調査を行うことの３点である。

(4) 今回の調査結果

１）今回の調査では、運輸通信省（DOTC）のエヴァンゲリスタ運輸担当次官及び他担当官、

航空（交通）局（ATO）のルナ次長及び他職員、NEDA、バコロド空港の地元である西ネグ

ロス県副知事、バコロド新空港のサイト予定地であるシライ市長等と協議を行った。

２）DOTC及びATOとの協議

①連携D/Dの説明

　調査団より、今回、既に借款契約が締結されている本事業の詳細設計部分はJICA開発

調査スキームにて実施することを改めて説明。本スキームにより詳細設計（実施設計）を

行うことにより、借款負担が軽減されるとともに、円滑な事業実施が実施できることなど

がメリットとして考えられることを併せて先方に説明した。これに対して、先方は、返済

負担が減少することに対して歓迎の意を表明した。また、調査団より、JICA開発調査ス

キームにより実施設計調査と円借款事業による実施設計調査で大きく異なる点は、調査の

発注者が開発調査ではJICAであるのに対し、円借事業では途上国政府・関係機関である

（即ち今回スキームは円借款が無償資金に単純に代わるのではない）こと、並びに、調査

費用は開発調査ではJICAが負担するのに対し、円借事業では借款であるため借入国側が

返済負担を負うことを説明し、先方の理解を得た。さらに、今回開発調査にて実施される

実施設計分以外のコンサルティングサービスについては、従来のOECF審査時の合意し

たものから変更はなく、円借款スキームにて実施されることを説明し、先方の了解を得

た。

② I/Aに関する協議

　調査団より、I/A案を先方に提示し、先方に対して適宜説明を行ったところ、瑕疵担保

責任の免責についての規定を除き、先方と合意した。瑕疵担保責任の免責については、先
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方は、フィリピン政府内での詳細設計発注方法の慣例（詳細設計を実施するコンサルタン

トは、成果物に対する責任を負うというもの）に照らして、ただちには受入れの可否を判

断できず、DOTCの法務部門と協議を行うことが必要である旨回答越した。調査団からは

瑕疵担保責任の免除については、実施設計調査実施の前提条件として、すべてのJICA実

施設計調査で求めてきており、この点について譲歩はできないこと、今回調査は我が国の

予算を利用していわば無償で実施されるものであり、この負担に加えて更に瑕疵担保責任

を負うということは認めがたいこと、フィリピンでも日比友好道路実施設計調査で免責条

項を I/Aに含めたという前例があることなどを説明したところ、先方は、11月 20日まで

に先方内部での検討結果を JICAフィリピン事務所に伝達する旨を約した。

③ I/Aの署名

　I/Aの署名は、内容について合意できれば、両国政府間での口上書の交換が終了次第、

速やかに行うことについて、双方で合意した。その際、調査団より、日本側の署名はJICA

の現地事務所長が行う予定であることについても併せて先方に伝達し、先方の同意を得

た。また、調査実施上、12月中に I/Aを署名することが望ましいことも双方で確認した。

④今後のスケジュール

　調査団からは、今後のスケジュールとしては、12月には役務提供コンサルタントが情報

収集のためフィリピンにて現地調査を行うこと、また、11月に I/Aの署名を行った場合、

JICAの本格調査団雇用手続きが順調に進めば来年３月に本格調査を開始できることを説

明した。

　これに対して、先方からは、本格調査期間を可能な限り短くし、早く調査成果物を提出

してほしい旨の要望があった。

⑤カウンターパート機関

　フィリピン側の説明によれば、本件調査のカウンターパート機関はDOTCになるとの

ことであり、I/Aの署名もDOTCが行うこととなった。ただし、実際の作業については、

DOTCとATOが、運輸通信大臣の通達により、既に本件円借事業に対する合同の委員会

を様々なレベルで設立しているため、これら諸委員会が調査の際にはカウンターパートと

なる予定である。

⑥その他先方からの要望

　先方からは、実施設計調査は調査規模が大きくなること及び、フィリピン財政が縮減さ

れ予算状況が厳しくなっていることから、車両及びオフィスの確保については、日本側に

て負担してほしいとの要望があった。また、ローカルコンサルタントを極力利用してほし

いこと及びカウンターパートの研修を行ってほしいなどの要望もあり、これらについて

は、調査団から日本に持ち帰り検討することを説明した。
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⑦合意議事録の署名

　以上の点を踏まえ、12日に、DOTC運輸担当のエヴァンゲリスタ次官と福田団長の間

で合意議事録の署名を行った（合意議事録は別添参照）。

(5) NEDAとの協議

　NEDA（アジア太平洋課長他）は、本スキームの導入及び適用について歓迎の意を表明。ま

た、先方は、実施設計をJICA開発調査スキームにて行うにあたっては、施工は国際競争入札

を前提とし、本邦業者を優先することは避けてほしいこと、環境影響報告書については他案件

で問題になったこともあり本調査で十分検討してほしいことなどを要望越した。調査団から

は、これら要望については既に考慮済みであることを適宜説明し、先方の理解を得た。

(6) 現地踏査

　調査団は、11日に、本事業の対象となるバコロド空港、タクロバン空港の現状視察、及び

上空より、新バコロド空港の事業サイトの視察を行った。新バコロド空港の予定地について

は、さとうきび畑の中に位置しており、市街地からは離れているため騒音問題は少ないと思わ

れる。また、新バコロド空港のサイトとなることが予定されている西ネグロス州のガンポア副

知事、シライ市のヴェレス市長、及び地元選出のヨコト＝ヴィラヌエヴァ下院議員と面談した

ところ、先方からは、本事業の実施を歓迎するとともに、現空港は市街地・商業地域に隣接し

ており、建築物の高さ制限や騒音などの面からも発展の余地は限られており新空港の建設が望

まれること、計画されている空港建設・増強が地域経済開発の拠点となるべきこと、土地収容

についてはATO、州及びシライ市が責任をもって実施する予定であること、本事業について

は地域住民にも周知されており、賛同を得ていることなどについての説明があった。タクロバ

ン空港については、現状でもターミナルの雨漏りなどが生じており早期の改修が必要であり、

また家畜などの進入防止用のフェンス建設の必要性も高いものと見受けられた。

(7) 今後の課題

　今後、I/Aを署名するためには、瑕疵担保責任の免除に関し、日本側・フィリピン側の間で

合意が形成される必要がある。円借款スキームにおいては、コンサルティングサービスの発注

者がDOTCであり、コンサルタント契約上で、実施設計調査の瑕疵担保責任は雇用されたコ

ンサルタントに負わせていることが多い一方で、今回、JICA開発調査スキームでは日本側

（JICA及び本格調査団）が右責任を負わないということは、フィリピン側にとっては制度上

及び実施機関の能力上、抵抗を覚えた模様であった。特に今回は、いったんOECFの審査が

終了し円借款供与の事前通報を行った後に実施設計調査部分を円借款から開発調査での対応に

切り替えたために、円借款の実施設計調査では対応できたにもかかわらず開発調査スキームに

よる実施設計調査では対応しにくい部分（例えばコンサルタントによる瑕疵担保責任、行政支

援等）が生じたため、これらの業務はフィリピン側が責任を負い、自らの負担で実施すること
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が新たに必要となった。このため、これらの点については、先方実施機関からも、JICAスキー

ムでも柔軟に対応してほしい旨の要望があった。これらは、他の円借連携D/D案件でも生じ

うる問題であり、今後とも、円借款スキームとの調整を含め、我が方の対応ぶりを検討してい

く必要があると思われる。
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第３章　タイ第３章　タイ第３章　タイ第３章　タイ第３章　タイ・・・・・ラオス国第２メコン国際架橋計画実施設計調査予備調査ラオス国第２メコン国際架橋計画実施設計調査予備調査ラオス国第２メコン国際架橋計画実施設計調査予備調査ラオス国第２メコン国際架橋計画実施設計調査予備調査ラオス国第２メコン国際架橋計画実施設計調査予備調査

３－１　調査の背景

　本事業は、タイ・ラオス両国の要請に基づき、東西回廊計画として、タイ東北部からラオス国

道９号線を経由し、ヴィエトナム中部につながる交通路を整備するため、タイ・ラオス間の国際

架橋を新設するものである。東西回廊計画は、インドシナ東西回廊のミャンマーのヤンゴンとヴィ

エトナムのダナンを結び、インドシナ半島中央部の経済成長センターをネットワーク化すること

によって、地域全体としてバランスの取れた持続的な社会経済開発を達成することを理念とし、地

域一帯の物流を活性化し、各国の経済発展に寄与することが期待されている。

　これまでADBは上記東西回廊形成に向け、ラオスのサヴァナケット、中央ヴィエトナムのフエ

／ダナンを結ぶ国道９号線を具体的ルートとして選定した。また、メコン川を横断し、タイ・ラ

オスの国境都市のムクダハンとヴァナケットを結ぶ第２メコン国際橋の建設は、インドシナ東西

回廊整備において最重要なプロジェクトとして位置づけられている。

３－２　団員構成

３－３　調査日程

氏　　名 担当業務 所　　　属
山田　好一
早川　友歩
竹内　卓朗

総　　括
協力政策
事業実施

国際協力事業団社会開発調査部計画課課長代理
外務省経済協力局開発協力課調査員
海外経済協力基金業務第一部業務第一課

月　　日 日　　　程
11 月 18 日(水)

19 日(木)

20 日(金)
21 日(土)

22 日(日)
23 日(月)
24 日(火)
25 日(水)

26 日(木)

東京発　バンコク着。日本側関係者との協議。
午前　JICA事務所（岩口所長他）との協議、在タイ日本大使館表敬、
　　　OECFバンコク事務所（森本主席駐在員他）との協議。
午後　技術経済協力局（以下 DTEC。アヌマン日本課長他）と協議。
　　　運輸通信省道路局（DOH）スリスク道路局長表敬。
DOH（ソロス建設第一課長他）との協議。M/M案につき合意。
バンコク発、ナコンパナム経由、ムクダハン着。現地踏査。
ムクダハンよりメコン河を渡河しラオス（サヴァナケット）に移動。
同地にて現地踏査。
サヴァナケット発。国道 13号線を北上しヴィエンチャンへ移動。
JICA事務所、及び通信運輸郵政建設省（MCTPC）と協議。
MCTPC副大臣表敬。M/M署名。在ラオス日本大使館報告。
ヴィエンチャン発　バンコク着。
DOHとの間でM/M署名。JICA、OECF事務所報告。
在タイ日本大使館報告。バンコク発。
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３－４　主要面談者

＜タイ側＞

　DTEC Japan Sub-Division Banchong (Chief)

Anuman

Takeda (Senior Advisor)

　DOH Srisook (Director General)

Solos Temiyambura

(Director 1st Bureau of road Construction)

Kampol Uruyos

(Senior Expert, Bureau of Location and Design)

Sunant Gliengpradit (Bureau of Planning)

石井徹也専門家

＜ラオス側＞

　MCTPC MCTPC副大臣

Phetsamone Viraphanth

(National Project Manager East-West Transport Corridor

Project)

Khampone Phannouvong (Road and Bridge Engineer)

松木洋忠専門家

＜日本側＞

　在タイ日本大使館 荒木書記官

　OECFタイ事務所 森本主席駐在員

松本駐在員

　JICAタイ事務所 岩口所長

上垣所員

　JICAラオス事務所 高畑所長
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３－５　協議概要

(1) 調査団が、本件予備調査対処方針に基づいてタイ側関係機関（DTECアヌマン日本課長、

DOHスリスク道路局長及びソロス建設第一課長他）及びラオス側関係機関（MCTPC副大臣

及びフェサモン東西回廊プロジェクトマネージャー他）との協議を行った結果、S/W案につい

ては、当方が提示した案に一部軽微な修正を行った上で、内容についてタイ・ラオス側双方と

合意した。S/W署名についても、一つの S/Wに対してタイ側（DOH）、ラオス側（MCTPC）

及びJICAタイ事務所長、及び同ラオス事務所長が署名することとし、これに加えて、witness

としてOECFバンコク首席駐在員が署名することで、タイ・ラオス側と合意した。

(2) 既にタイ側とは、DOHと調査団の間でM/M案（合意したS/W案を別添として含む）の内

容については合意しているため、右案をラオス側に示しつつ、ラオスMCTPCと協議を行っ

た結果、タイ側と合意しているM/M案とほぼ同内容のM/Mにつき合意した。これを受けて、

24日MCTPC東西回廊プロジェクトマネージャーであるヴィラファント氏と調査団の間でM/

Mの署名交換を行った（MCTPC副大臣他同席）。

(3) 25日、ラオス側と署名交換したM/MをタイDOHに説明した上で、DOH設計課のカンポ

ル上級エキスパートと調査団の間でM/Mの署名・交換を行った。

(4) 協議内容等は別紙のとおり。

３－６　協議の内容・結果

(1) 連携D/Dスキームの説明

　調査団よりタイ側及びラオス側に対して、本事業についてはOECFの審査が既に本年６月

に行われたが、右審査時点で合意しているコンサルティングサービスのうち実施設計調査部分

については、今回、JICA開発調査スキームにて行うことを説明。円借款事業におけるコンサ

ルティングサービスは、通常、借入国が円借款資金を利用してコンサルタントを選定・雇用す

るのに対して、JICA開発調査スキームでは、JICAがコンサルタント（本格調査団）を選定

の上で、JICA側が費用を負担して雇用し、右本格調査団が受入国政府と協議しつつ調査を行

い報告書を受入国側に提出することについて説明。タイ・ラオス両国側はこれを了解した。

(2) S/Wの署名

　S/W案については、当方提示案を一部修正した上で、タイ・ラオス両国側と合意にいたっ

た。また、S/Wは、口上書の交換が終了し、かつ日本政府が本事業に対して円借供与の意図を

表明することを条件に署名することについても合意した。S/Wの署名は、ラオス側はMCTPC

ヴィラファント東西回廊プロジェクトマネージャー、タイ側はDOHスリスク道路局長、JICA

側はJICAタイ事務所長、及びラオス事務所長が署名者となり、更に、OECFバンコク首席駐

在員がwitnessとして署名することについても合意した。
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　なお、タイDOTCからは、日本大使館より発出された口上書の中で調査団に特権・免除を

与えるという部分のうち、immunitiesという語が使われていることについて、通常は外交官

への免除を示す語であり、JICA調査団への免除事項を示すのには適当ではないと考えるが如

何、との申し入れがあった。調査団からは、本規定は各国との口上書で共通のものであり、ま

た口上書の４．にて、特権・免除事項の詳細は S/W を含む実施取極（implement ing

arrangements）にて定められる旨が規定されていることを説明し、今回の口上書２．に述べ

られている、調査団に与えられる privileges, immunities, and other benefitsとは従来の開

発調査の S/W等で規定されている特権免除事項を想定しているもので、特別なものをタイ側

に求めるつもりではないことを説明した。先方は調査団の説明を了解した上で、右説明を踏ま

え更に検討する旨申し越した。

(3) 瑕疵担保責任の免除

　タイ側、ラオス側とも、本件実施設計調査の成果物から生じる結果の責任（実施設計調査を

通じて提出された設計・図面などに基づいて事業を実施した結果の責任等）については、タ

イ・ラオス両国実施機関が負うことについて同意した。

(4) 実施設計調査のスケジュール

　調査団より、本件実施設計調査のS/Wが12月中旬までに署名されれば、平成11年３月には

本格調査を開始できる見通しであること、及び本格調査は今のところ14か月程度で実施され

る見込みであることを説明。タイ・ラオス両国側より同意を得た。

(5) 実施設計調査の範囲

　今回の実施設計調査の調査範囲は、タイ側・ラオス側と既に合意にいたった S/W案に示さ

れているとおり、実施設計（本体（建設工事等）入札書類ドラフトの作成等までを含む）部分

のみであり、入札補助や施工監理などは含まれないことについて、タイ・ラオス側と確認し

た。また、事業実施のために必要となる住民移転・土地収容や政令の発令、住民を対象とした

公聴会などはあくまでタイ・ラオス側が行うものでありJICA調査団が行うものではないこと、

ただし、JICA調査団は、計画・技術面で右作業について間接的にタイ・ラオス政府・関係機

関を支援することは可能であることについてもタイ側・ラオス側と確認した。

(6) カウンターパート機関

　今回実施設計調査のカウンターパート機関は、タイ側はDOH、ラオス側はMCTPCである

ことについて確認した。また、本事業実施のためにDOHとMCTPCにより合同委員会が設立

され、右委員会がタイ・ラオス両国間の調整を行うことが予定されていたが、この点について

も再確認を行った（既にタイ側は委員会メンバーは決定しており、ラオス側に通知済みである

とのこと）。
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(7) 調査結果の確認方法

　本調査実施にあたり、手戻りをなくして調査を円滑に実施するため、本格調査団は、調査を

通じて２か月ごとに提出される予定である進捗報告書により、調査の成果物の内容につき、タ

イ・ラオス側と逐次確認・合意していくことについて、タイ・ラオス側と合意した。

(8) 橋梁形式・位置

　橋梁の形式はOECF審査で合意されたとおり、コンクリート箱桁橋の道路専用橋とするこ

とを再度確認した。また、架橋予定地点は、OECF審査での合意のとおりサヴァナケットより

上流５㎞、ムクダハンより上流7.5㎞の近傍とし、架橋地点の大幅な見直しは行わないこと、

本格調査の初期段階で右地点を中心に地形・地質・現況調査等を行い、サヴァナケット上流５

㎞地点付近で架橋に最適な地点を特定することについて確認した。

　なお、事業サイトにおいて現地踏査を行った際にも、OECF審査で合意された架橋予定地点及

び取付道路の基点となる地点をメコン右岸（タイ側）、左岸（ラオス側）双方で確認した。タイ側

からは、政府部内で現時点での架橋予定地点近辺に橋を建設することが既に決定されているため、

現時点の架橋予定地点から上流・下流にそれぞれ500ｍ程度以内の移動しかするべきではない、と

の要望があった。他方、ラオス側からは、土地収容を容易にするという視点から、既存道路の上

に取付道路を建設する形で架橋地点・線形を決定してほしいとの希望があった（なお、架橋予定

地点付近で河とほぼ直角に伸びる既存道路は２本ある）。ただし、ラオス側の既存道路にあわせた

形で架橋地点と線形を決定すると、タイ側の村落に取り付け道路がぶつかる可能性があり、さら

に、ラオス側の取り付け道路の線形に無理が生じるおそれがあることから、ラオス側の意見も考

慮するがこれらの点については地質・地形・土地所有状況などを十分に調査した上で総合的に判

断すべきという要望がタイ側より出され、ラオス側もこれに同意した。

＜団長所感＞本格調査実施上の留意点

　ラオス側、タイ側より、本事業の実施設計調査をJICA開発調査スキームで実施することについ

ては、借款借入負担の減少と調査開始までの期間短縮という点を含め歓迎の意が強く表明された。

本調査は円借款連携D/Dスキームが適用される最初の案件の一つでもあるが、タイ・ラオス側の

今回の好意的対応を鑑みるに、今後とも本スキームに対する需要は他国を含め十分あるものと思

われる。

　また、タイ側・ラオス側より、本事業の早期着工を実現するため、可能な限り調査を早く開始

し、早い時期に調査を完了してほしい、との強い要望があった。今回連携D/Dスキームの有効性

を示すためにも、調査団としても、極力早い時期に調査を開始するとともに、調査期間も技術的

に可能な限り短縮していきたいと考える。
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